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別紙略語・用語一覧 

略語 定義等 

安全設計審査指針 発電用軽水型原子炉施設に関する安全設計審査指針 

伊方原発最高裁判決 最高裁 第１３３号平成４年１０月２９

日第一小法廷判決・民集４６巻７号１１７４頁 

一時避難要請区域 南相馬市が，独自の判断に基づき，住民に対して一時

避難を要請した区域。南相馬市全域から，避難区域，

屋内待避区域，計画的避難区域，緊急時避難準備区域，

特定避難勧奨地点を除いた区域 

溢水(いつすい) 原子力発電所の内部に水があふれること。津波等の外

部事象による外部溢水と，原子力発電所内の配管・弁

の損傷等の内部事象による内部溢水との総称 

溢水勉強会 平成１８年１月３０日に保安院とＪＮＥＳが発足さ

せた「溢水勉強会」。保安院とＪＮＥＳで構成し，電

気事業者（被告東電を含む。），電事連，原子力技術

協会及びメーカーがオブザーバーで参加した。 

延宝房総沖地震 延宝５年１０月９日（１６７７年１１月４日）の津波

を引き起こした地震 

大飯発電所 関西電力株式会社大飯発電所 

大阪泉南アスベスト最高

裁判決 

 最高裁平成２６年 第７７１号同１０月９日第一小

法廷判決・民集６８巻８号７９９頁 

屋内待避区域 政府が原災法に基づいて各地方公共団体の長に対し

て住民の屋内退避を指示した区域 

女川発電所 東北電力株式会社女川原子力発電所 

確率論的安全評価 原子炉施設の異常や事故の発端となる事象（起因事
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象）の発生頻度，発生した事象の及ぼす影響を緩和す

る安全機能の喪失確率及び発生した事象の進展・影響

の度合いを定量的に分析することにより，原子炉施設

の安全性を総合的・定量的に評価する方法。ＰＳＡ（P

robabilistic Safety Assessment）ともいう。 

仮想事故 

 

重大事故を超えるような技術的見地からは起こると

は考えられない事故 

関西水俣病最高裁判決 

 

最高裁

１６

年１０月１５日第二小法廷判決・民集５８巻７号１８

０２頁 

帰還困難区域 長期間，具体的には５年間を経過してもなお年間積算

線量が２０ｍＳｖを下回らないおそれのある，平成２

３年１２月２６日時点における年間積算線量が５０

ｍＳｖ超の地域として指定された地域 

技術基準規則 炉規法４３条の３の１４の委任に基づく「実用発電用

原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則」

（平成２５年原子力規制委員会規則第６号） 

技術基準適合命令 経済産業大臣が，事業用電気工作物が省令６２号の技

術基準に適合しないと認めるときに，電気事業法（平

成１４年当時，平成１８年当時の規制権限との関係で

は，平成１１年法律第１６０号による改正後，平成２

４年法律第４７号による改正前のもの。法令について

は，当時施行されていた法令を指し，改正前である旨

の注記を省略することがある。）４０条に基づき，電
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気事業者に対し，その技術基準に適合するように電気

工作物を修理し，改造し，若しくは移転し，若しくは

その使用を一時停止すべきことを命じ，又はその使用

を制限する行政処分 

基本設計 原子炉施設を設置する上において基本となる設計 

共用プール建屋 福島第一原発１～６号機の共用としてＯ．Ｐ．＋１０

ｍ盤上に設けられた運用補助共用施設 

旧屋内退避区域 政府が原災法に基づいて各地方公共団体の長に対し

て住民の屋内退避を指示し，その後解除した区域 

旧緊急時避難準備区域 政府が原災法２０条３項に基づき，居住者等に対し，

常に緊急時に避難のための立退き又は屋内への退避

が可能な準備を行うことを指示し，その後解除した区

域 

居住制限区域 旧避難区域及び旧計画的避難区域のうち，平成２３年

１２月２６日時点からの年間積算線量が２０ｍＳｖ

を超えるおそれがあり，住民の被ばく線量を低減する

観点から引き続き避難を継続することを求めるもの

として指定された地域 

緊急事態応急対策実施者 指定行政機関の長などの防災基本計画等に基づく緊

急事態応急対策実施者 

緊急時避難準備区域 政府が原災法２０条３項に基づき，居住者等に対し，

常に緊急時に避難のための立退き又は屋内への退避

が可能な準備を行うことを指示した区域 

区域外 避難指示等対象区域及び自主的避難等対象区域以外

の区域 
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区域外居住者 避難指示等対象区域及び自主的避難等対象区域以外

の区域に居住する者 

空間線量 ある特定の場所における放射線量 

空間線量率  対象とする空間の単位時間当たりの放射線量 

クロロキン最高裁判決 最高裁 ７年６月２３日第

二小法廷判決・民集４９巻６号１６００頁 

警戒区域 原災法２８条２項，災害対策基本法６３条１項に基づ

き，緊急事態応急対策に従事する者以外の者につい

て，市町村長が一時的な立入りを認める場合を除き，

当該区域への立入りを禁止し，又は当該区域からの退

去を命じた区域 

計画的避難区域 原災法２０条３項に基づき，居住者等に対し，概ね１

か月以内の計画的な避難を指示した区域 

慶長三陸地震 慶長１６年１０月２８日（１６１１年１２月２日）の

津波を引き起こした地震 

原災法 原子力災害対策特別措置法 

原災法施行規則 原子力災害対策特別措置法施行規則 

原災法施行令 原子力災害対策特別措置法施行令 

原災本部 原災法（平成２４年法律第４７号による改正前のも

の）１６条１項に基づき，平成２３年３月１１日内閣

府に設置された，「平成２３年（２０１１年）福島第

一及び第二原子力発電所事故に係る原子力災害対策

本部」（平成２３年内閣府告示第８号） 

原災本部長 原子力災害対策本部長 

原災マニュアル 原子力災害対策マニュアル 
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原子力安全委員会 原子力基本法（平成２４年法律第４７号による改正前

のもの）４条，原子力委員会及び原子力安全委員会設

置法（昭和３０年法律第１８８号。平成２４年法律第

４７号による改正・題名変更前のもの）１条に基づき，

内閣府に（平成１３年法律第１０２号による改正前は

総理府に）設置されていた，原子力安全委員会 

原子力安全技術センター 財団法人原子力安全技術センター 

原子力安全基盤機構 独立行政法人原子力安全基盤機構 

原子力委員会等 原子力委員会又は原子炉安全専門審査会 

原子力基本法 原子力基本法（昭和３０年法律第１８６号） 

原子力緊急事態宣言 

 

原災法１５条２項に基づく内閣総理大臣による原子

力緊急事態が発生した旨等の公示 

原子炉建屋 原子炉格納容器等が設置されている建屋 

原賠審 原子力損害賠償紛争審査会 

原賠法 原子力損害の賠償に関する法律 

後段規制 

 

設計及び工事の方法の認可，使用前検査の合格，保安

規定の認可並びに施設定期検査までの規制 

合同ＷＧ 

 

 

総合資源エネルギー調査会原子力安全・保安部会耐

震・構造設計小委員会地震・津波，地質・地盤合同ワ

ーキンググループ 

国会事故調  東京電力福島原子力発電所事故調査委員会法（平成２

３年法律第１１２号）に基づいて国会に設置された

「東京電力福島原子力発電所事故調査委員会」，又は，

同委員会が平成２４年７月５日作成した「国会事故調

報告書」 
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国賠法 国家賠償法 

災対法 災害対策基本法 

自主的避難等 避難指示等に基づかずに行った避難及び滞在 

自主的避難等対象区域 中間指針第一次追補において指定された，福島県の２

３市町村（福島市，二本松市，伊達市，本宮市，桑折

町，国見町，川俣町，大玉村，郡山市，須賀川市，田

村市，鏡石町，天栄村，石川町，玉川村，平田村，浅

川町，古殿町，三春町，小野町，相馬市，新地町，い

わき市）のうち，避難指示等対象区域を除く区域 

自主賠償基準 被告東電が定めた賠償基準 

実効線量  特定の部位への被ばくによる影響を，全身への平均的

な影響として表すために，等価線量を組織や臓器別の

組織加重係数で補正（重み付け）した値 

実用炉規則 実用発電用原子炉の設置，運転等に関する規則（昭和

５３年通商産業省令第７７号） 

シビアアクシデント 設計基準事象を大幅に超える事象であって，安全設計

の評価上想定された手段では適切な炉心の冷却又は

反応度の制御ができない状態であり，その結果，炉心

の重大な損傷に至る事象 

重大事故 

 

 

敷地周辺の事象，原子炉の特性，安全防護施設等を考

慮し，技術的見地からみて，最悪の場合には起こるか

もしれないと考えられる重大な事故 
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貞観地震 西暦８６９年に東北地方沿岸を襲い，貞観津波を引き

起こしたとされる地震 

貞観津波 

 

西暦８６９年に東北地方沿岸を襲った巨大地震によ

って東北地方に到来した津波 

詳細設計 原子炉施設の具体的な設計や工事方法 

使用停止等処分 

 

 

 

平成２４年改正後の炉規法４３条の３の２３に定め

る，発電用原子炉施設の使用の停止，改造，修理又は

移転，発電用原子炉の運転の方法の指定その他保安の

ために必要な措置 

省令６２号 発電用原子力設備に関する技術基準を定める省令 

昭和３９年原子炉立地審

査指針 

昭和３９年５月２７日に原子力委員会によって策定

された原子炉立地審査指針 

昭和４５年安全設計審査

指針 

昭和４５年４月２３日に原子力委員会において決定

された「軽水炉についての安全設計に関する審査指針

について」 

昭和５３年耐震設計審査

指針 

原子力委員会が昭和５３年９月２９日に決定した発

電用原子炉施設に関する耐震設計審査指針 

除染関係ガイドライン 環境省が策定した「除染関係ガイドライン（平成２５

年５月第２版）」 

除染特措法 「平成二十三年三月十一日に発生した東北地方太平

洋沖地震に伴う原子力発電所の事故により放出され

た放射性物質による環境の汚染への対処に関する特

別措置法」（平成２３年法律第１１０号） 
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浸水深 地盤から津波痕跡までの高さ 

浸水高 津波によって建物や設備に残された変色部や漂着物

等の痕跡の，基準面からの高さ 

推進地域 

 

 

 

 

 

平成１６年４月２日に制定された日本海溝・千島海溝

周辺海溝型地震に係る地震防災対策の推進に関する

特別措置法３条１項で内閣総理大臣が指定するもの

とされた，日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震が発生

した場合に著しい地震災害が生ずるおそれがあるた

め地震防災対策を推進する必要がある地域 

推進本部 地震防災対策特別措置法（平成７年法律第１１１号）

に基づき，文部科学省（平成１１年法律１０２号によ

る改正前は総理府）に設置された，地震調査研究推進

本部 

水密化 水中に全体が没しても，水位が下がったあとすぐに運

転可能な仕様にすること 

政府事故調 平成２３年５月２４日閣議決定に基づき設置された

「東京電力福島原子力発電所における事故調査・検証

委員会」 

政府事故調査最終報告書 

 

 

政府に設置された東京電力福島原子力発電所におけ

る事故調査・検証委員会作成の平成２４年７月２３日

付け「最終報告書」 

設計基準事象 原子炉施設を異常な状態に導く可能性のある事象の

うち，原子炉施設の安全設計とその評価に当たって考

慮すべきものとされた事象 

設置許可基準規則 炉規法４３条の３の６第１項４号の委任に基づく「実
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用発電用原子炉及びその附属施設の位置，構造及び設

備の基準に関する規則」 

総合基本施策 地震防災対策特別措置法７条２項１号により策定し

た推進本部の活動の指針となる「地震調査研究の推進

について」 

遡上高 津波による浸水の最先端が達した地盤の最も高い位

置に到達した箇所の高さ 

宅建業者最高裁判決 

 

平成元年１１月２

４日第二小法廷判決・民集４３巻１０号１１６９頁 

タービン建屋等 １～４号機非常用ディーゼル発電機及び附属施設が

設置されていた１～４号機各タービン建屋，２号機Ｂ

系，４号機Ｂ系の空冷式非常用ディーゼル発電機及び

附属設備が設置されていた共用プール建屋，１号機

Ｃ，Ｄ系の非常用低圧配電盤が設置されていた１号機

コントロール建屋の総称 

耐震設計審査指針 発電用原子炉施設に関する耐震設計審査指針 

耐震バックチェック 保安院が，平成１８年９月２０日，被告東電を含む原

子力事業者に対して指示した，改訂された平成１８年

耐震設計審査指針に照らした既設発電用原子炉施設

等の安全性評価 

宅建業法 宅地建物取引業法 

筑豊じん肺最高裁判決 

 

最高裁 １６年４月２７

日第三小法廷判決・民集５８巻４号１０３２頁 

中央防災会議 災害対策基本法（昭和３６年法律第２２３号）１１条

１項に基づき内閣府に設置された，中央防災会議 
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中間指針 

 

原賠審が策定した平成２３年８月５日付け「東京電力

株式会社福島第一，第二原子力発電所事故による原子

力損害の範囲の判定等に関する中間指針」 

中間指針第一次追補 

 

 

 

平成２３年１２月６日付け「東京電力株式会社福島第

一、第二原子力発電所事故による原子力損害の範囲の

判定等に関する中間指針追補（自主避難等に係る損害

について）」 

中間指針第二次追補 

 

 

 

平成２４年３月１６日付け「東京電力株式会社福島第

一、第二原子力発電所事故による原子力損害の範囲の

判定等に関する中間指針第二次追補（政府による避難

区域等の見直し等に係る損害について）」 

中間指針第四次追補 平成２５年１２月２６日付け「東京電力株式会社福島

第一、第二原子力発電所事故による原子力損害の範囲

の判定等に関する中間指針追補（避難指示の長期化等

に係る損害について）」 

中間指針等 

 

中間指針，中間指針第一次追補，中間指針第二次追補

及び中間指針第四次追補 

長期評価 推進本部地震調査委員会が平成１４年７月３１日作

成した「三陸沖から房総沖にかけての地震活動の長期

評価について」 

津波地震 Ｍｔの値がＭの値に比べ０．５以上大きいか，津波に

よる顕著な災害が記録されているにもかかわらず顕

著な震害が記録されていない地震 

津波審査ガイド 基準津波及び耐津波設計方針に係る審査ガイド 

津波評価技術 土木学会原子力土木委員会津波評価部会が平成１４
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年２月に作成した「原子力発電所の津波評価技術」 

低線量ワーキンググルー

プ報告書 

平成２３年１２月２２日付け「低線量被ばくのリスク

管理に関するワーキンググループ報告書」 

電気事業法 電気事業法（昭和３９年法律第１７０号） 

電事連 被告東電を含む電力会社で構成される任意団体であ

る，電気事業連合会 

等価線量 吸収線量を，放射線の種類やエネルギー別の放射線加

重係数で補正（重み付け）した値 

土木学会 土木工学に関する民間の学会である社団法人土木学

会（平成２３年４月１日から公益社団法人土木学会） 

泊発電所 北海道電力株式会社泊発電所 

内部溢水 原子力発電所起源の水漏れ 

日本海溝・千島海溝調査会 

 

中央防災会議に設置された「日本海溝・千島海溝周辺

海溝型地震に関する専門調査会」 

日本海溝・千島海溝報告書 日本海溝・千島海溝調査会により平成１８年１月２５

日に報告された「日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震

に関する専門調査会報告」 

波源域 津波の原因となる海底の隆起や沈降を起こした領域 

波源モデル 津波の原因となる地震の断層運動を数値で表現した

モデル 

バックチェック 新たな安全基準が作成された際に，それ以前に作られ

た原子炉について，新基準に照らし合わせて調査し直

すこと 

バックフィット 既設原子炉にも最新基準への適合を義務付ける制度 

浜岡発電所 中部電力株式会社浜岡原子力発電所 
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パラメータスタディ 想定津波の不確定性を設計津波水位に反映させるた

め，基準断層モデル（波源モデル）の諸条件を合理的

と考えられる範囲内で変化させた数値計算を多数実

施すること 

被告東電 東京電力ホールディングス株式会社 

非常用電源設備 外部電源が喪失した場合でも，原子炉を安全に停止す

るために必要な電力を供給する電源設備（平成１４年

当時の省令６２号２条６号ニ，８条の２，３３条２項） 

（旧）避難区域 本件事故直後に，政府が原災法に基づいて各地方公共

団体の長に対して住民の避難を指示した区域 

避難指示解除準備区域 旧避難区域及び旧計画的避難区域のうち，年間積算線

量２０ｍＳｖ以下となることが確実であることが確

認されて指定された地域 

避難指示区域 旧避難区域見直し後の，帰還困難区域，居住制限区域，

避難指示解除準備区域の総称 

避難指示等 

 

本件事故に際して行われた内閣総理大臣による避難

及び屋内退避指示 

避難指示等対象区域 中間指針第３に「対象区域」として掲げられている，

①避難区域，②屋内退避区域，③計画的避難区域，④

緊急時避難準備区域，⑤特定避難勧奨地点，⑥一時避

難要請区域の総称 

福島第一原発 福島第一原子力発電所 

福島第二原発  福島第二原子力発電所 

平成１３年安全設計審査

指針 

原子力委員会が昭和４５年４月に定め，原子力安全委

員会によって平成１３年３月２９日に一部改訂がさ
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れた，発電用軽水型原子炉の設置許可申請に係る安全

審査において用いられる安全設計審査指針 

平成１３年耐震設計審査

指針 

平成１３年３月２９日に改訂がされた耐震設計審査

指針 

平成１８年耐震設計審査

指針 

平成１８年９月１９日に原子力安全委員会において

新たに決定された耐震設計審査指針 

保安院 原子力安全・保安院 

ポアソン過程 その事象が当該期間内に発生する平均回数のみに着

目して，ポアソン分布という確率分布に従って発生確

率を計算する計算方法 

防災指針 原子力施設等の防災対策について（昭和５５年６月３

０日原子力安全委員会決定） 

放射線障害防止法 放射性同位元素等による放射線障害の防止に関する

法律 

本件各評価書 

 

 

東京電力株式会社福島第一原子力発電所５号機及び

第二原子力発電所４号機耐震安全性にかかる中間報

告 

本件事故 福島第一原発において原子炉から放射性物質が放出

される事故 

本件地震 

 

平成２３年３月１１日午後２時４６分頃発生したマ

グニチュード９．０の地震 

本件設置等許可処分 

 

 

内閣総理大臣が昭和４１年から昭和４７年にかけて

行った福島第一原発１号機ないし同発電所４号機の

各設置（変更）許可処分 
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本件津波 本件地震により発生した津波 

マイアミ論文 被告東電の原子力技術・品質安全部が平成１８年７月

に米国フロリダ州マイアミで開催された第１４回原

子力工学国際会議（ＩＣＯＮＥ－１４）において発表

した「日本における確率論的津波ハザード解析の開

発」 

明治三陸地震 

 

１８９６年（明治２９年）三陸沖（中部海溝寄り）で

発生した地震 

モニタリング指針 原子力安全委員会策定の環境放射線モニタリング指

針 

炉規法 核原料物質，核燃料物質及び原子炉の規制に関する法

律（昭和３２年法律第１６６号） 

炉心損傷 原子炉炉心の冷却が不十分な状態の継続や，炉心の異

常な出力上昇により，炉心温度（燃料温度）が上昇す

ることによって，相当量の燃料被覆管が損傷する状態 

炉心溶融 原子炉の炉心の冷却が不十分な状態が続き，あるいは

炉心の異常な出力上昇により，燃料が溶融する状態に

至ること 

ＡＤＲ  原賠法１８条２項１号に基づき原賠審の下に設置さ

れた，原子力損害賠償紛争解決センター。又は，そこ

で行われる裁判外紛争解決手続（Alternative Dispu

te Resolution）としての和解仲介手続。 

ＢＰＴ分布 Brownian Passage Time 分布。更新過程（時間の経過

によって毎年変化する確率を計算する方法）における
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確率分布の一つで，ブラウン運動（溶媒中に浮遊する

微粒子が不規則に運動する現象）を説明する確率モデ

ル。 

１９９０年勧告  国際放射線防護委員会（ＩＣＲＰ）が平成２年（１９

９０年）に行った勧告 

１９９２年勧告 

 

 

国際放射線防護委員会（ＩＣＲＰ）が平成４年（１９

９２年）に行った勧告 

：ＩＣＲＰ Ｐｕｂｌｉｃａｔｉｏｎ６３ 

１９９９年勧告 

 

 

国際放射線防護委員会（ＩＣＲＰ）が平成１１年（１

９９９年）に行った勧告 

：ＩＣＲＰ Ｐｕｂｌｉｃａｔｉｏｎ８２ 

２００７年勧告 国際放射線防護委員会（ＩＣＲＰ）が平成１９年（２

００７年）に行った勧告 

２００８年推計 被告東電から委託を受けた東電設計株式会社が，平成

２０年４月１８日，「長期評価」の波源，地震規模に

基づいて，「津波評価技術」の手法に従って福島第一

原発に到来する津波の高さを推計したシミュレーシ

ョンである「新潟県中越沖地震を踏まえた福島第一・

第二原子力発電所の津波評価委託 第２回 打合せ

資料 資料２ 福島第一発電所 日本海溝寄りの想

定津波の検討Ｒｅｖ．１」 

４省庁報告書 

 

平成９年，建設省，農水省，水産庁及び運輸省が策定

した「太平洋沿岸部地震津波防災計画手法調査報告

書」 

７省庁手引 平成９年，建設省，農水省，水産庁，運輸省，国土庁，
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 気象庁及び消防庁が策定した「地域防災計画における

津波対策強化の手引」 
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英語略 英語名称 日本語名称 

ＡＭ Acchident Management アクシデントマネジメン

ト 

ＢＷＲ Boiling Water Reactor 沸騰水系原子炉 

Ｃ／Ｂ Control Building コントロール建屋 

ＣＣＳ Containment Cooling Spr

ay System 

格納容器冷却系 

ＣＣＳＷ Containment Cooling Sea

Water System 

格納容器冷却海水系 

ＣＲＤ Control Rod Drive mecha

nism 

制御棒駆動水圧系 

ＣＳ Core Spray System 炉心スプレイ系 

ＤＧ Diesel Generator （非常用）ディーゼル発電

機 

Ｄ／Ｗ Drywell ドライウェル 

ＥＣＣＳ Emergency Core Cooling 

System 

非常用炉心冷却系 

ＥＯＣ Emergency Operation Cen

ter 

文部科学省非常災害対策

センター 

ＥＰＺ Emergency Planning Zone 防災対策を重点的に充実

すべき地域の範囲 

ＥＲＣ Emergency Response Cent

er 

経済産業省緊急時対応セ

ンター 

ＥＲＳＳ Emergency Response Supp 緊急時対策支援システム 
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ort System   

ＦＰ系 Fire Protection system 消火系 

ＦＰＣ系 Fuel Pool Cooling syste

m 

燃料プール冷却浄化材系 

ＨＰＣＩ High Pressure Coolant I

njection System 

高圧注水系 

ＨＰＣＳ High Pressure Core Spra

y System 

高圧炉心スプレイ系 

ＩＡ系 Instrument Air system 計装用圧縮空気系 

ＩＡＥＡ       International Atomic En

ergy Agency 

国際原子力機関 

ＩＣ Isolation Condenser 非常用復水器 

ＩＣＲＰ International Commissio

n on Radiological Prote

ction 

国際放射線防護委員会 

ＩＮＥＳ The International Nucle

ar and Radiological Eve

nt Scale 

国際原子力・放射線事象評

価尺度 

ＪＡＥＡ Japan Atomic Energy Age

ncy 

独立行政法人日本原子力

研究開発機構 

ＪＮＥＳ Japan Nuclear Energy Sa

fety Organization 

独立行政法人原子力安全

基盤機構 

ＬＰＣＩ Low Pressure Coolant In

jection System 

低圧注水系 

ＬＰＣＳ Low Pressure Core Spray 低圧炉心スプレイ系 
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 System 

Ｍ／Ｃ Metal-Clad Switch Gear 金属閉鎖配電盤 

ＭＵＷＣ系 Make-Up Water Condensat

e system 

復水補給水系 

ＮＲＣ Nuclear Regulatory Comm

ission 

原子力規制委員会（米国） 

Ｏ．Ｐ． Onahama Peil 小名浜港工事基準面 

Ｐ／Ｃ Power Center パワーセンター 

Ｐ／Ｐ Physical Protection 核物質防護 

ＰＳＡ Probabilistic Safety As

sessment 

確率論的安全評価 

ＰＳＲ Periodic Safety Review 定期安全レビュー 

ＰＷＲ Pressurized Water React

or 

加圧水型原子炉 

Ｒ／Ｂ Reactor Building 原子炉建屋 

ＲＣＩＣ Reactor Core Isolation 

Cooling System 

原子炉隔離時冷却系 

ＲＨＲ Residual Heat Removal S

ystem 

残留熱除去系 

ＲＷ／Ｂ Radioactive Weste Dispo

sal Building 

放射性廃棄物処理建屋 

Ｓ／Ｃ Suppression Chamber 圧力抑制室 

ＳＡ Severe Accident シビアアクシデント 

ＳＢＯ Station Black Out 全交流電源喪失事象 

ＳＨＣ Shutdown Cooling System 原子炉停止時冷却系 
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ＳＰＥＥＤＩ System for Prediction o

f Environmental Emergen

cy Dose Information 

緊急時迅速放射能影響予

測ネットワークシステム 

ＳＲ弁 Main System Relief valv

e 

主蒸気逃がし安全弁 

Ｔ／Ｂ Turbine Building タービン建屋 

 

 

 


